助成事業完了報告書

 日 本 財 団　　　　                     報告日付： ２０１２年 ４ 月９日

会　長 　笹　川　陽　平     殿         事業ＩＤ： ２０１０８５６６８４
                                         事業名： 基盤整備

                                         団体名：（社）日本造船協力事業者団体連合会

                                         代表者名： 会 長  山　口　謙　吉 

                                         ＴＥＬ：０３－５５１０－３１６１

                                         ＦＡＸ：０３－３５０２－５５３３

                                         事業完了日：２０１２年３月３１日

	事業費総額    　    ５９，９００，０００円

	自己負担額　　　　　　　　　　　　　　０円

	助成金額　          ５９，９００，０００円


事業内容
  １. 業界の振興に関する調査研究

　　（１）塗装部会対策

　　　　　  塗装部会を５月１３日東京（ＫＫＲホテル東京）で開催した。
　　　　　また、昨年秋、厚生労働省から塗装に利用されるエチルベンゼンの規制について照会があった。厳しい規制が行われると造船業の存続にかかわるので、全国塗装部会を臨時に２回開催し対応を協議するとともに造工とも相談し、厳しい規制となる「特安則」でなく、現在でも造船業が規制の対象となっている「有機則」を適用すべきである、との方針を決定し、厚生労働省に働きかけた。この結果、厚生労働省はエチルベンゼンを「有機則」で規制する方向で検討を進めている。

    （２）企画部会対策

　当部会は造船協力業の若手経営者による交流の場として運営されている。　　　　第１回目は６月１７日　ユニバーサル造船津事業所で開催し、工場見学、ＢＰＣ(事業継続計画)について意見交換を行った。第２回目は１１月１８日　東京で開催。部会員以外からも参加を募り、海事局船舶産業課長補佐　竹内智仁氏を講師に招き講演会、意見交換を行った。
　　（３）造船協力業の実態調査

　　   本年度も造船関連協力企業の取引動向調査を主に売上・人員数及び設備投資

　   実績の推移等について７月にアンケートを行い集計後、会員に配布した。

　　（４）技能継承の促進

　　　　　  東日本、相生、因島、今治、大分、長崎の６ヶ所の研修センターにおいて、４月から６月に新人技能者研修を行った。
　　        また、造船技能開発センターにおいて、引続き専門技能に関する教材整備等を進めた。６月には大分の地域研修センターで見学会、情報交換会が行われた。
　（５）会員の新規入会促進

　 　新規加入促進について引き続きＰＲ等を行っている。

三菱下船協力会（下関）等の入会については現在交渉中である。

また、当会の事業を理解してもらうために事業体験の提供をおこなっている。
　　（６）政策研究

　　　　　  ３月１６日に東京（大森東急イン）で開催した。日造協中期方針のフォローアップを行った。

　　　　　　　
（７）雇用・労務に関する調査指導

労務講習会を平成24年2月10日に因島鉄工業団地協同組合にて開催した。

講  師 : 岩崎喜久男 氏(労働安全コンサルタント、日造協安全アドバイザー)
テーマ :「労働派遣と請負について」
　　（８）講習会等開催事業
　　　　　　職長・安全衛生責任者教育、安全管理者研修、リスクアセスメント担当者研修など自主事業として会員外にも講習会を開催した。
２．日造協団体災害補償制度

　　　　　　年度を通じて各地で説明会等を行ってきた。当連合会の団体契約による労災の上乗せ保険で、加入社数が増加するにつれ割引率が大きくなり、加入企業にとっては年間の保険料の負担が大きく軽減され経営安定に寄与している。年度末加入状況は１０８社契約となり団体割引率が２５％となっている。
　３．税制に関する要望、融資の指導業務
　　（１）税制に関する調査・要望

　 国土交通省の指導を受けて会員及び所属企業へ関係する税制項目の調査を実施し報告した。
　　　　
　　（２）融資の指導業務

　　　　　　日本財団が競艇の収益金によって実施する平成２３年度造船関係事業資金について会員企業へ周知するとともに手続き等の指導を行なった。

　　　　　　第１回運転資金は３５件、融資決定額２７億２６０万円、第２回運転資金
　　　　　は４１件、融資決定額２８億６，４６０万円であった。また、第１回設備資金は１件、融資決定額１億円、第２回設備資金は０件であった。
　

 ４．その他
　　（１）機関紙発行

　　　　　　機関紙「日造協」は毎月１回発行（５，５００部）しており、日本財団の助成事業、当連合会の事業進捗・成果、行政及び諸団体関係の活動や情報を掲載している。

　　（２）業界誌広告掲載

　　　　　　当連合会会長は業界誌各誌の記者と１１月１７日に合同会見を行い、会員の現状および問題点等について意見を述べ、各誌に会見内容が記載された。また、業界誌６社の「海の日特集号」、「新年特集号」に当連合会の広告を掲載しＰＲを行った。

　　（３）ホームページの整備
　　　　　　公益法人の情報公開を目的として開設しているホームページを、平成２４年３月にリニューアルした。また、日本財団ブログ「ＣＡＮＰＡＮ」に「安全ひろば」を開設し当連合会の事業をタイムリーに広報した。
（４）表彰に関する業務

　　　　　　会員及び会員所属企業の適格者を関係官庁等へ推薦した。

　　　　　　平成２３年度は「海の日」国土交通大臣表彰 １名、運輸局長（運輸監理部長）表彰９名の方々が受賞し各受賞者に記念品を贈呈した。

　

  　（５）総会行事開催

　　　　　　第４０回通常総会を平成２３年５月１３日にKKRホテル東京で開催した。

　　　　　例年開催している会議終了後の講演会・懇親会は、東日本大震災発生のため中止した。
	


事業目標の達成状況：

１、造船協力事業者の安全衛生意識の向上と災害防止については、造船所内が複数職種による同時進行の作業を行う環境であるため、安全確実な作業の実現に向けて個々の企業はもとより全体で連携して取り組み安全衛生の向上を目指す。
〇　安全衛生においては、基本的な安全知識を習得させる必要があり、昨年に引続き「安全に関する指導者の育成」、「ノウハウの継承問題」が重要課題である。

技能センターなど技術伝承に各社が取組んでいるものの、安全衛生という側面では生産性向上への貢献が目に見えないこともあり、取組みが十分に行われているとはいえない。しかしながら、安全衛生は企業にとっては義務であるため、安全講習会等を開催し労働災害の減少に努めている。新しい形式の「出張型体感教育」の導入は、疑似体験で大きなインパクトがあり参加者からは好評であった。この出張型教育は造船所等の現場で実施でき、１日で１００名受講可能など多くのメリットがある半面、費用と日程の調整等が課題となっている。一方、危険の疑似体験教育を全国展開しはじめたことで、多くの造船所で設備を設置しだすなどの波及的効果も生じてきた。今年度は数年行った経験をもとに、「災害再現実験教育」の開発を行った。過去の災害事例をもとに、多発する種類の災害を実際に再現実験するもの。この出張型教育で、参加者の負担を軽減するように考えられている。
また、日本財団助成事業の安全衛生アドバイザー相談会も、現場の安全衛生状況を専門家の視点から助言してもらうことに加えて、マニュアルに出来ない災害時の対処法などの相談にも乗っている。同時に進めている「次世代の安全のプロを養成する育成システム」（徒弟制度）も次のステップへと進んでいる。
２、企業の経営基盤の安定を図るため労災の上乗せ補償として、独自の共済システム・上乗せ保険システムへの加入者促進を行い、災害時の補償の充実と団体割引による経費削減をめざす。
　　〇　団体災害補償制度については、当連合会の会員所属企業のような中小企業での労働災害発生時の負担は、企業の経営状態を圧迫するものであるため、日造協団体災害補償制度に加入することで経費負担を削減でき経営の合理化に役立っている。契約企業は２３年度末には１０８社となっている。この制度については加入者数のメリットを生かすことで、所属企業の合理化に役立つものと認知されており、今後も拡大を図っていく。

３．造船協力業界の基盤強化を図るため、新規会員の入会促進を行い、国内の造船協力事業者の加入をめざす。

〇　現在、会員メリットを知ってもらうため、未加入の協同組合、協力会に対し本会の事業を体験してもらうなどアピールを行っているが、新規入会にはいたっていない。
４．造船協力企業の経営合理化については、情報の収集、分析及び活用に関するシステムの運用、維持改善を行い、中小企業が大多数を占める造船協力事業者の経営戦略づくりのサポートを行う。
　
〇　実態調査において造船協力業の実態を把握し、会員企業に実態調査報告書としてフィードバックが行われた。会員企業は現況の目安として活用、今後の資金や設備投資などの参考としている。

　　
〇　日本財団の融資指導業務においても会員企業が条件の良い借入ができたことで、企業の経営の合理化の一策となっている。業界全体が設備の更新が多く、有利な融資は造船協力業界を維持出来る要因の一つである。

５．技術の向上、技能の伝承については業界独自に改善・向上を模索しながら他団体等との連携のもと、この実現を目指す。

〇　造船業の技能の継承、技能者育成を支援するための人材育成事業に造船３団体が連携して取組み、委員会・分科会等において、支援方針、研究内容、教材整備等を精力的に進めている。新人等研修、専門技能研修（ぎょう鉄、溶接･切断等）を１７年度より引続き支援している。今年度も6カ所の研修センターにおいて4月より新人技能研修を行った。
　６．造船協力事業者同士の情報交換、啓蒙活動を総会後の講演会、機関紙等を通じて実現していく。
　　〇　各部会において安全に対する規制強化への対応について全国規模で情報交換や、職種の専門的な管理者研修、会員の抱えている問題などの意見交換を事業者同士が行う機会をもうけている。機関紙においても各種の活動紹介を行い日造協のＰＲに努めている。
　
　７．造船協力業への関心、理解の促進を行う。（認知・社会的地位の向上）
　　○　インターネット(CANPAN、ホームページ)や広告等の媒体を活用し、会員外への当連合会の事業活動や成果の周知を行って来た結果、外部からの事業への参加や作成物への問い合わせも増加してきた。業界内から始めた事業が外部に広まることで関心、理解が高まり、公益性も増してきている。
８．税制に関する要望

○ 国土交通省海事局の依頼で関係先へアンケート調査を行った。
　
	


事業成果：

　　成果物

· 「日造協実態調査報告」（９５０部）
· 機関紙（各号５５００部）
・総会講演会（機関紙　記事）
・海の日表彰者リスト
収支決算書：

       平成２３年度仮決算報告書を別紙のとおり添付します。

                                                                        以 上

